
水産業競争力強化緊急事業業務要領（別添９） 

 

〇広域浜プラン緊急対策事業のうちクロマグロ混獲回避活動支援 

 

（事業実施主体が行う業務） 

第１条 水漁機構は、クロマグロ混獲回避活動支援（以下、別添９において「本事業」とする。）の

実施に当たり、以下の業務を行う。 

１ 運用通知第３の９－１の（３）のアの（ウ）のｃに定める事業実施手続（以下、「運用通知の

事業実施手続き」とする）において事業実施主体が行うものとされた事項 

２ 運用通知第３の９－１の（３）のアの（ウ）のｅに定める事業実績報告（以下、「運用通知の

事業実績報告」という）において事業実施主体が行うものとされた事項 

３ 事業実施者に対する交付決定等の通知 

４ 本事業の事業実施者の事業計画等の情報を記載した管理簿を整理する。 

５ 本事業に関する水産庁長官への情報提供及び調整 

 

（事業の実施手続） 

第２条 本事業の実施にあたり、以下のとおり手続きを定める。 

１ 水漁機構は、「運用通知の事業実施手続き」の（ｃ）で承認した事業計画を水産庁から受けた

ときは事業実施者の漁業グループ、参加委員会名、地区、事業積算内容、交付決定日、交付決定

額、概算払額、事業実績額等を記載した管理簿を整理する。 

２ 水漁機構は、事業実施者から別記様式第10－１号で定めた交付申請を受けたときは、以下の点

について内容を審査のうえ、助成すべきものと認めたときは、基金の残額の範囲内で速やかに事

業実施者へ交付決定を行い、別記様式第10－２号により事業実施者に通知を行うとともに、その

写しを水産庁長官に提出する。 

（１）「運用通知の事業実施手続」の（ｃ）により水産庁が承認を行った旨通知された計画に基づ

く申請であること 

（２）交付申請額が、「運用通知の事業実施手続き」の（ｃ）により水産庁が承認を行った事業積

算額を超えていないこと 

３ 水漁機構は、事業実施者から別記様式第10－３号に定めた交付決定の変更の申請を受けたとき

は、２に準じて内容を審査のうえ、変更すべきものと認めたときは速やかに交付決定の変更を行

い、別記様式第10－４号により事業実施者に通知を行うとともに、その写しを水産庁長官に提出

する。 

４ 事業実施者への交付決定後の変更は、「運用通知の事業実施手続き」の（ａ）から（ｄ）に準

じて行うものとする。 

５ 水漁機構は、事業実施者から、別記様式10－５号で定める実績報告書をうけたときは、以下の

点について内容を審査のうえ、支払すべきと判断したときは、基金の残額の範囲内で速やかに事

業実施者へ支払い行う。 

（１）「運用通知の事業実施手続」のⅲにより水産庁が承認を行った旨通知された計画に基づく取

組内容であること 

（２）実績報告に記載された請求金額が、交付決定額を超えていないこと。 

（３）その他、運用通知で定められた通知等に反するものではないこと 



６ 水漁機構は、５で定めた事業実施者への支払いや返納請求で判断つかない場合は水産庁長官と

調整する。 

 

（事業実施年度） 

第３条 本事業は、国の会計年度と合わせ、当該年度の４月から３月までの間に事業を完了させるこ

ととする。 

（その他） 

第４条 本事業の実施に当たり、運用通知、本業務要領、本事業について別途定められた通知等で定

められていない事項については、水産庁長官と協議するものとする。 


